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発  行 日本共産党大山町委員会 

連絡先 大山町坊領304 大森正治 

℡(Ｆａｘ兼)  53－4674 

町民世論 「町にサッカー場は要らない」 

サッカー場建設計画を否決   

大森議員の主張 
 県サッカー協会の都合に合わせて計画を推進

せず、「山香荘」のあり方は時間をかけて議論す

ること。そのため、サッカー場建設計画は白紙

に戻すべき。 その理由・・・ 

①2009名の反対署名に表れているように、町民

の多数はサッカー場建設を望んでいない。 

②県サッカー協会の収支計画には疑問があり、

今以上に町財政に負担を強いる恐れがある。 

③初めにサッカー場ありきで進行した。「山香

荘」の様々なあり方を論議し、結論を得るべ

きであった。 

  

行政、賛成議員は 
・サッカー場計画は、「大山恵みの里構想」を

実現するのに効果的な計画だ。 

・人口減少に対して交流人口を増やす施策だ。

大山町のヘソの位置にある神田地区に、若者

を呼び込む。 

・元気な町づくりを進めるためにもやり遂げ

るべき事業だ。 

・地域経済への波及効果が期待できる。 

・青少年に夢と希望をはぐくむことができる。 

・地域活性化、スポーツツーリズムにも有効

な事業だ。 など 

討論・採決結果 
サッカー場建設にかかわ

る二つの議案、 

・「神田・渡道辺地に係る

総合整備計画の策定」 

・「地域休養施設特別会計

予算」 

について討論をし、いずれ

も8：9で否決されました。 

今後の動き 
「山香荘」は今後どうすべきか、白紙に

戻して検討することになりました。その為、 

行政には「大山北麓活性化検討委員会」、 

議会には「大山北麓（神田地区）活性化調

査特別委員会」が設置されました。 

 前者は、公募によって提言を提出された

１８名の町民で構成。後者は、議員それぞ

れが提案をまとめ、5月26日に発表をしま

した。議会側は、６月８日に町民へのヒア

リングを行い、活用案を絞り込んで、９月

下旬には最終報告を議長に提出予定です。

行政側も、９月中にはまとめる予定。 

  

 

「
国
保
で
、
病
気
に
な
っ
て
も
安
心
し
て
治
療
を
」 

こ
ん
な

キ
ャ
ッ
チ
フ
レ
ー
ズ
が
本
物
な
ら
う
れ
し
い
限
り
で
す
。
し
か
し
、

実
態
は
国
保
が
残
酷
な
「
酷
保
」
に
な
っ
て
い
ま
す
。 

 

「
酷
保
」
そ
の
① 

 

所
得
に
比
し
て
国
保
税
の
負
担
が
重
い
。 

 
 

●
国
保
税
の
引
き
下
げ
を 

             

国
保
税
が
高
く
な
っ
た
根
本
原
因
は
、
国
の
支
出
金
が
半
減
し

た
こ
と
に
あ
り
ま
す
。 

国
の
支
出
金
（
国
庫
負
担
金
）
の
割
合 
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「
酷
保
」
そ
の
② 

 

国
保
税
の
重
負
担
か
ら
く
る
滞
納
率
の
増
加 

 
 

滞
納
世
帯
は
、
２
５
５
世
帯
（
７
・
８
６
％
）。 

滞
納
額
は
、
２
７
４
６
万
円
（
６
・
３
７
％
）。 

※
い
ず
れ
も
平
成
２
１
年
度
。 

１
７
年
度
比
で
滞
納
率
は

少
し
増
加
し
て
い
ま
す
。 

 
 
 

 

「
酷
保
」
そ
の
③ 

 

滞
納
に
よ
る
短
期
保
険
証
・
資
格
証
明
書
の

発
行
や
高
い
窓
口
負
担
が
受
診
抑
制
に 

 
 

●
町
の
裁
量
で
正
規
の
保
険
証
発
行
を
す
べ
き 

 
 

●
窓
口
負
担
の
軽
減
の
た
め
に
、
医
療
費
の
猶
予
・
免
除
す

る
条
例
を 

 

「
酷
保
」
そ
の
④ 

 

滞
納
者
に
財
産
の
差
し
押
さ
え
（
Ｈ
２
１
年
度
２
０
件
） 

 
 

●
悪
質
な
滞
納
を
除
き
、
差
し
押
さ
え
は
や
め
る
べ
き 

年間所得 割合（％） 
所得なし ２４ 

100万円未満 ３１ 
100～200万円未満 ２５ 

200万円以上 ２０ 
 

町内国保加入者の所得実態(Ｈ２１) 

実
に
、
国
保
加
入
世
帯

の
８
０
％
が
所
得
２
０
０

万
円
未
満
の
低
所
得
世
帯

で
す
。 

１
人
当
た
り
の
国
保
税

が
Ｈ
２
１
年
度
６
万
５
千

円
で
す
の
で
、
単
純
計
算

す
れ
ば
４
人
家
族
だ
と
、

約
２
６
万
円
の
負
担
に
な

り
ま
す
。 

今
年
度
の
国
保
税
は
、
引
き
下
げ
に
は
な

り
ま
せ
ん
で
し
た
が
、
基
金
の
取
り
崩
し

と
前
年
度
繰
り
越
し
金
に
よ
っ
て
、
据
え

置
き
と
な
り
ま
し
た
。 

 
 
 

 



  
 
 
 
 
 
 二

〇
一
一
年
度

一
般
会
計
予
算
か
ら 

滞納整理システム導入への懸念 

同和関係予算今年度も約１億円計上 

町は、徴収率の県下一を目指すとして、「滞納整理システム」を約１６００

万円かけて導入しました。 
税務課は、システムの導入によって滞納の情報を一元化でき、滞納者に対

してよりきめ細かい対応ができると言います。しかし、これは、徴収する側

にとってメリットがあっても、果たして、滞納者にとってメリットがあるの

か疑問が残ります。徴収率県下一をめざさんがために、徴収が強化され、か

えって滞納者を追い詰める結果にならないか懸念されます。 
滞納者のほとんどは、払いたいけど払えない、生活に困窮している人です。

この人たちには、親身になって相談に乗り、減免措置とか生活保護制度など

を紹介しながら、納付意欲を喚起する対応こそが必要です。 

同和教育・同和対策関係の総予算は、今年度も１億円以上が計上されました。 
・特定新規学卒者就職支度金（障がい者も含む）          ２８万円 

・同和対策費（人件費790 万・地区活動費補助金410 万等）  １２９３万円 

・同和対策施設費（人件費5600 万・光熱水等の需用費502 万等）６７６３万円 

・児童福祉施設費（３児童館の人件費1084 万・需用費等）  １３２３万円  

・地区学習会補助金（小学校３校、中学校３校）         ２４０万円 

・同和教育費(進学奨励金180 万・同推協補助金400 万等）    １３５２万円 

・固定資産税の減免 

 
 旧同和地区内外の状況をみるならば、今や特別な対策は必要ないと考えます。

社会問題としての同和問題は、基本的に解消の方向にあるからです。差別がある

限り同和対策事業を行うということは、半永久的に対策事業を継続するというこ

とであり、同和地区として固定化し、いつまでも「垣根」を残すことになります。 
 だから、真の平等を実現するためには、特別な対策事業を行うことではなく、

縮小、廃止して、同和行政を終結することが肝要です。 

住宅リフォームへの助成 
 

 大森議員が昨年６月議会の一般質問で取り上げた、住宅リフォームへの町からの助成が、２

月２２日から実施されています。制度名は「大山町個人用住宅等改善助成制度」です。 
 これは、住宅の新築・増改築・改修などに町内の業者を使うことによって、町内経済の活性

化と町民の生活向上に役立てようとするものです。 
 鳥取県下では、琴浦町（09年７月実施）、北栄町（今年２月実施）に続いて３番目の自治体に

なります。地産地消の“住宅リフォーム”版ともいえるもので、全国的には多くの自治体で取

り組まれ、住民に歓迎されている助成制度です。 
 対象の工事：町内の建築業者、住宅関連事業者（上下水道工事・電気工事・土木・造園・畳・

建具など）に発注されるもの。ただし、５万円以上の工事。 

 助成の額：工事費の１５％  ただし、１世帯当たりの上限は１５万円まで。 

 助成の方法：お買物券･･･使用は大山町商工会の加盟店で。期限は発行日から６ヵ月間。 
申し込みが、すでに１００件を超えているそうです。町が組んだ予算は１０００万円です。こ

れを超えれば、助成が不可能になるので、補正予算を組んで継続する必要があります。 

東日本大震災 
被災者の生活苦  

今もなお 

 

東
日
本
大
震
災
が
発
生
し
て
２
ヵ
月

半
。
福
島
・
宮
城
・
岩
手
を
は
じ
め
と

す
る
被
災
地
の
み
な
さ
ん
は
、
今
な
お

避
難
生
活
を
余
儀
な
く
さ
れ
た
り
、
原

発
か
ら
の
放
射
能
に
お
び
え
た
り
、
家

族
が
見
つ
か
ら
な
か
っ
た
り
（
未
だ
８

５
０
０
名
以
上
も
の
行
方
不
明
者
）

等
々
、
ま
と
も
な
生
活
が
で
き
な
い
状

況
に
あ
り
ま
す
。
こ
れ
ま
で
あ
っ
た
日

常
の
当
た
り
前
の
生
活
を
１
日
も
早
く

取
り
戻
し
た
い
と
、
強
く
願
っ
て
お
ら

れ
ま
す
。 

 

被
災
地
以
外
の
私
た
ち
は
、
救
援
募

金(

物
資)

・
義
援
金
、
災
害
ボ
ラ
ン
テ
ィ

ア
な
ど
の
支
援
を
し
て
い
ま
す
が
、
被

災
地
の
方
々
に
は
喜
ば
れ
て
い
る
と
は

い
え
、
ま
だ
ま
だ
先
が
見
え
て
こ
な
い

状
況
で
す
。
と
り
わ
け
、
福
島
第
一
原

子
力
発
電
所
に
よ
る
放
射
能
汚
染
は
、

住
民
や
す
べ
て
の
産
業
に
甚
大
な
影
響

を
与
え
て
い
ま
す
。
東
京
電
力
の
情
報

も
収
束
へ
の
対
処
も
当
て
に
な
ら
ず
、

不
信
感
は
増
す
ば
か
り
。
政
府
の
責
任

も
重
大
で
す
。 

未
曽
有
の
災
害
で
国
難
と
も
い
わ
れ

る
今
、
こ
れ
か
ら
の
日
本
の
姿
や
私
た

ち
の
生
活
は
ど
う
あ
る
べ
き
か
、
一
人

一
人
が
真
剣
に
考
え
ね
ば
な
ら
な
い
重

大
な
岐
路
に
あ
る
と
い
え
ま
す
。 

原
子
力
発
電 

 

は
廃
止
へ 

 

こ
れ
は
い
ま
日
本
や
世
界

の
原
発
立
国
に
つ
き
つ
け
ら

れ
て
い
る
命
題
で
す
。 

 

日
本
の
原
発
は
安
全
と
い

う
神
話
の
下
に
、
国
策
と
し

て
推
進
さ
れ
て
き
た
原
発
の

増
設
。
電
力
会
社
は
、
地
震

も
津
波
も
「
想
定
外
」
と
。

ま
さ
に
「
人
災
」
で
す
。 

 

Ｎ
Ｈ
Ｋ
の
世
論
調
査
で
、

原
発
を
「
廃
止
す
る
。
減
ら

す
」は
５
７
％
と
い
い
ま
す
。

環
境
の
先
進
国
ド
イ
ツ
で

は
、
２
０
２
２
年
ま
で
に
１

７
基
の
原
発
す
べ
て
を
廃
止

す
る
と
決
定
し
ま
し
た
。 

 

原
発
の
「
安
全
神
話
」
は

完
全
に
崩
れ
ま
し
た
。
安
全

な
暮
ら
し
を
優
先
に
考
え
る

な
ら
、
日
本
で
も
原
発
か
ら

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
利
用
へ
の

転
換
を
図
る
べ
き
で
し
ょ

う
。
こ
れ
は
、
今
回
の
震
災

が
明
ら
か
に
し
て
く
れ
た
大

き
な
教
訓
で
す
。 

 

日
本
共
産
党
は
、
原
発
を

ゼ
ロ
に
す
る
期
限
を
決
め
た

プ
ロ
グ
ラ
ム
を
つ
く
る
よ
う

提
言
し
て
い
ま
す
。 

救
援
募
金 

ご
協
力
あ
り

が
と
う
ご
ざ
い

ま
す 

 

日
本
共
産
党
は
、
震
災
発

生
の
翌
日
か
ら
、
街
頭
な
ど

で
被
災
者
へ
の
救
援
募
金
を

訴
え
ま
し
た
。
５
月
ま
で
に

全
国
か
ら
６
億
円
も
の
募
金

が
寄
せ
ら
れ
ま
し
た
。 

 

そ
し
て
、
募
金
は
志
位
委

員
長
ら
が
直
接
、
３
県
や
市

町
村
の
自
治
体
、
漁
協
な
ど

へ
届
け
ま
し
た
。 

 

党
鳥
取
県
委
員
会
へ
は
、

１
５
０
万
円
の
救
援
募
金
が

寄
せ
ら
れ
ま
し
た
。
ご
協
力

い
た
だ
き
ま
し
た
方
々
に
お

礼
申
し
上
げ
ま
す
。 

 

引
き
続
き
の
ご
協
力
よ
ろ

し
く
お
願
い
い
た
し
ま
す
。 


